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日本放送協会 理事会議事録 

               （平成２８年 ７月１９日開催分） 

  

平成２８年 ９月 ２日（金）公表 

 

＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 

 

＜会  議  日  時＞ 

 平成２８年 ７月１９日（火） 午前９時００分～９時４０分 

 

＜出   席   者＞ 

籾井会長、堂元副会長、木田専務理事、森永専務理事・技師長、 

今井専務理事、坂本理事、安齋理事、根本理事、松原理事、 

荒木理事、黄木理事、大橋理事 

上田監査委員 

 

＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 

 

＜議        事＞ 

 籾井会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）第１２６５回経営委員会付議事項について 

（２）視聴者対応報告(平成２８年４～６月)について 

 

２ 報告事項 

（１）平成２７年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について 

（２）２０１６年６月全国個人視聴率調査の結果について 
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（３）子会社等の業務の適正性確保等に関する施策について 

 

議事経過 

 

１ 審議事項 

（１）第１２６５回経営委員会付議事項について 

（経営企画局） 

７月２６日に開催される第１２６５回経営委員会に付議する事項につ

いて、審議をお願いします。 

付議事項は、報告事項として「平成２８年度第１四半期業務報告」、

「視聴者対応報告（平成２８年４～６月）について」、「平成２７年度

ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について」、および「契約・収

納活動の状況（平成２８年６月末）」です。また、その他事項として「営

業関係データ（都道府県別 ６月末）について」です。さらに、審議事

項として「放送センター建替の基本計画について」です。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（２）視聴者対応報告(平成２８年４～６月)について 

（広報局） 

放送法第２７条に定める視聴者対応の状況について、平成２８年４～

６月分を以下のとおり取りまとめました。ついては、放送法第３９条第

３項の規定に基づき、７月２６日開催の第１２６５回経営委員会に報告

したいと思います。 

まず、この期間の視聴者の声（意見・要望、問い合わせ）の総数は、

４月が３７万９,５１０件、５月が３５万０,０７４件、６月が３３万４,

７１２件でした。 

次に、最近の報告から主な話題を紹介します。 

「参院選２０１６ 開票速報」については、今回の報告の期間外です

が、視聴者の意向がまとまりましたので、報告します。７月１０～１１

日の放送２日間でテレビ・ラジオ合わせて４７９件の反響があり、３年

前の参議院議員選挙とほぼ同数の反響が寄せられました。また、ＥＵ離

脱を選択したイギリス国民投票関連のニュースと番組に対しては、１,３
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７８件の反響がありました。このうち、ＥＵ離脱派が勝利した６月２４

日には６３６件、「週刊ニュース深読み」や「ＮＨＫスペシャル」などで

関連番組を放送した２５～２７日にかけては４７４件の反響がありまし

た。さらに、政治資金などをめぐる一連の問題で辞職した東京都の舛添

知事関連のニュースと番組に対しては、１,４７２件の反響がありました。

通常番組の途中で「舛添知事 辞職の意向固める」としてニュースに切

り替えて放送した直後、ツイッターでは１分間に３００件を超える関連

のツイートが見られました。そのほとんどは、この速報の情報をリツイ

ートするものであったことから、ＮＨＫの速報がインターネットで直ち

に拡散していった様子が伺えます。 

２夜連続で放送したＮＨＫスペシャル「シリーズ キラーストレス」

（６月１８、１９日放送）では、ストレスが人間の体に何を引き起こす

のか、そのリスクからどう体を守るのかを伝え、合わせて１,３８３件の

反響がありました。再放送の問い合わせが全体の９割で、６０代以上の

高齢者からの反響が７０％近くを占めました。 

放送開始から半年が経過した大河ドラマ「真田丸」には、好評意見が

数多く届き、半年間で９,７１４件の反響がありました。特に、若い世代

の女性からの好評意見が目立った一方で、高齢層の男性からは厳しい意

見が届きました。 

続いて、２８年４月から国際放送への反響についても取りまとめてい

ますので、紹介します。 

外国人向けテレビ国際放送「ＮＨＫワールドＴＶ」では、毎正時の「Ｎ

ＨＫ ＮＥＷＳＬＩＮＥ」をはじめ、ニュースやさまざまなジャンルの

番組を放送しています。月別には、４月は、世界で活躍する“時の人”

に迫るインタビュー番組「Ｄｉｒｅｃｔ Ｔａｌｋ」、日本各地の細かな

情報を紹介する旅番組「Ｊ－Ｔｒｉｐ Ｐｌａｎ」など、新たに９本の

番組が始まり、テレビ全体で８２８件の反響が寄せられました。５月に

は、伊勢志摩サミットとアメリカ・オバマ大統領の広島訪問を大きく取

り上げ、定時ニュースも放送枠を拡大して対応しました。また、伊勢志

摩をはじめとした日本の地域情報番組や、大相撲関連番組が注目を集め、

テレビ全体で８３０件の反響が寄せられました。６月には、北海道の山

中で７歳の男児が行方不明になり、６日ぶりに無事保護されたニュース

が海外でも大きな反響を呼ぶなど、テレビ全体で８０６件の反響が寄せ
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られました。 

誤記・誤読などに対する指摘は、４月は７１件、５月は９４件、６月

は５０件ありました。指摘については、直接番組担当者に連絡し訂正す

るよう努めるとともに、再発防止のため、放送関係部局の連絡会で周知

し、放送現場へ注意を喚起しました。 

 

（会 長）  ご意見等がありませんので、原案どおり決定し、次回の

経営委員会に報告します。 

 

２ 報告事項 

（１）平成２７年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について 

（経理局） 

平成２７年度ＮＨＫと関連団体との取引の評価・公表について報告し

ます。これは、ＮＨＫが定める関連団体運営基準第２６条に基づき、Ｎ

ＨＫと関連団体との一定規模以上の取引について、毎年度その取引が適

正に行われているかの評価を取りまとめ、公表しているものです。 

２７年度の関連団体との評価・公表の対象となる取引（以下、「取引」）

は、件数が２,１７４件、金額は１,７３４億円となりました。国内放送

や国際放送の充実に伴い、番組制作関係の業務委託が増加していること

などから、前年度に比べて３７億円増加しています。 

取引の評価としては、関連団体との取引が、ＮＨＫの経理規程および

業務委託基準に基づき適正に行われているかについて、ＮＨＫが自ら全

件を点検し、いずれの取引も適正なものであると判断しています。この

うち、金額で全体の約９割を占める、１件３,０００万円を超える取引に

ついては、公認会計士など３名の外部有識者で構成する「入札契約委員

会」の点検・助言を受け、随意契約の要件を含めいずれの取引も適正と

評価されています。 

２７年度の競争による関連団体との契約は、件数が３６４件、金額は

１２６億円となりました。競争契約の主なものとしては、ＮＨＫ共同受

信施設の大規模改修工事や緊急出向業務、業務システムの設計開発等業

務などがあります。 

続いて、２７年度のＮＨＫと関連団体を含む外部との契約状況につい

て報告します。競争契約と随意契約の比率など、契約の全体状況を取り
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まとめて公表することで、競争性や透明性を高い水準で確保していくこ

ととしています。２７年度の競争契約は １,７２０億円、競争契約率６

３.４％となり、昨年度とほぼ同水準を維持しています。このうち、一般

競争入札については、２７年度の実施件数が１,１４５件となり、着実に

増加しています。 

本報告の内容は、７月２６日開催の第１２６５回経営委員会に報告し

たあと、個々の契約情報と合わせて、ＮＨＫのホームページ「ＮＨＫオ

ンライン」で公表します。 

 

（安齋理事） 競争契約と一般競争入札の違いを説明してもらえますか。 

（経理局）  競争契約には、広く参加者を公募して入札を行う一般競

争入札のほか、複数の業者を指名して入札を行う指名競争

入札、価格とともに技術提案を求めるプロポーザルなどが

あります。中でも、一般競争入札は、最も競争性と透明性

が高いので、件数を増やしたいと考えています。 

 

（２）２０１６年６月全国個人視聴率調査の結果について 

（放送文化研究所） 

２０１６（平成２８）年６月に実施した、全国個人視聴率調査の結果

について報告します。 

調査は６月６日月曜日から１２日日曜日までの１週間、全国の７歳以

上の男女３,６００人を対象に、配付回収法による２４時間時刻目盛り日

記式（個人単位）で実施しました。有効数は２,３７９人、有効率は６６.

１％でした。調査週の状況は、月曜日の夕方に舛添都知事の政治資金問

題についての記者会見が総合テレビで中継されたほか、火曜日の夜にテ

レビ朝日系列で「キリンカップサッカー２０１６」決勝の中継があり、

日曜日の夜に熊本県で震度５弱の地震がありました。 

テレビ視聴時間の推移を見ると、ＮＨＫと民放の地上波・衛星波を合

わせたテレビ総計は、この１０年間は大きな変化はなく、３時間４０分

前後です。６０代と７０歳以上では漸増が続いている一方で、４０～５

０代は漸減、３０代以下は減少傾向にあります。テレビ総計の週間接触

者率は９０.９％で、１０年前の９５.１％から減少しています。男女年

層別では、男２０～５０代、女３０～４０代など、若年層と中年層で減
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少しています。 

 テレビの週間接触者率の長期推移を見ると、総合テレビの週間接触者

率は前年と同程度で、ＮＨＫテレビ総計は２０１４年以降減少していま

す。また、民放地上波計は前年より減少しました。テレビ総計は２０１

２年以降、漸減傾向が続いていており、この２０年で最も低い値となり

ました。 

総合テレビ・Ｅテレ・衛星放送・ラジオの個人視聴率の概要について

説明します。 

まず、総合テレビです。男女年層別の週間接触者率を見ると、女７０

歳以上で前年より減少したほか、変化はありませんでした。現在の男５

０～６０代と女４０～６０代の世代は、１０年前よりも接触者率が持ち

直しています。 

総合テレビでよく見られた番組は、連続テレビ小説「とと姉ちゃん」、

大河ドラマ「真田丸」、「ニュース７」、「おはよう日本」などでした。関

東地方では、ＮＨＫと民放全体で最もよく見られた番組は、全国と同じ

く「とと姉ちゃん」でした。民放では、日曜日夕方・夜間の日本テレビ

の番組やＴＢＳのドラマがよく見られました。 

平日夜間の５分ごとの視聴率を見ると、調査週については１９時台後

半に前年から増加した一方で、２０時１５分～２０時４５分で減少しま

した。５０代以下では、１９～２１時台は前年と変わらず維持していま

す。２２時以降では、５０代以下で２２時００分～２２時２５分に前年

からやや減少し、全体では２２時２５分～２２時４５分でやや減少して

います。 

曜日ごとに総合テレビの接触者率の累積状況を見ると、全体・５０代

以下共に前年から大きな変化はありませんが、土曜日から日曜日にかけ

ては、特に５０代以下で、前年よりも積み上げがやや大きくなりました。

日曜日の接触者率の積み上げに貢献していると考えられる、「真田丸」

とＮＨＫスペシャル「大アマゾン」の男女年層別視聴率を見ると、「真

田丸」は男１３～１９歳、男３０代、女６０代で、「大アマゾン」は男

７０歳以上で、それぞれ前年より増加しています。 

Ｅテレについては、週間接触者率は２７.２％で、２００９年以降の漸

減傾向が止まりました。男女年層別では、すべての層で前年から変化は

ありませんでしたが、よく見られた番組には変化が見られました。幼児
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子ども番組と共に、「趣味の園芸」と「趣味の園芸やさいの時間」が上位

に入るなど、趣味実用番組もよく見られました。男５０代以上、女６０

代以上によく見られています。 

衛星放送については、自宅で見ることができる人の割合は４８.２％で、

前年の５１.１％から減少しました。週間接触者率は、ＢＳ１が前年から

減少、ＢＳプレミアムは２０１２年以降、横ばいで推移しています。２

０１４年以降増加傾向にあった民放衛星計は増加が止まり、ＮＨＫと民

放を合わせた衛星計も前年から減少しました。 

４０代以上の各年層の衛星計の接触者率をみると、２０１１年４月の

ＢＳ２波化以降、６０代や７０歳以上は４０％前後を維持しています。

５０代は２０１２年に増加した後横ばいでしたが、今回は減少し、４０

代は横ばいで推移しています。 

ラジオについては、週間接触者率の推移を見ると、長期的に安定して

いたＮＨＫラジオ計が前年から減少し、波別にはＮＨＫＦＭが前年から

減少しました。民放ラジオ計、ラジオ全局計も、２０１４年以降漸減傾

向が続いています。 

次に、ＮＨＫ７波の接触パタンについて、５０代以下と６０代以上で

分けてみると、６０代以上では「総合テレビを含めた接触」が８割以上

を占めた一方、５０代以下では「総合テレビ以外の接触」が１４％と多

くなっています。また、５０代以下では「ＮＨＫに接触なし」も４６％

と多く、今後どのように接触を広げていくかが課題です。 

最後に、ＮＨＫ７波計の週間接触者率を地方別に見ると、東北、中部、

四国が全体より高くなっています。関東と甲信越が前年より減少してい

ますが、長期推移を見ても継続した減少傾向にあるわけではないため、

次回以降注意して見ていきたいと思います。 

 

（松原理事）    自宅で衛星放送を見ることができる人の割合が４

８.２％と、前年に比べて３％ぐらい落ちていますが、

落ちたのは初めてですか。増加している衛星契約割

合の実態と合わないのですが、どうしてでしょうか。 

（放送文化研究所） ２０１２年にも一度下がっています。営業のデー

タによると増えているので、詳しい理由はわかりま

せん。減少の理由については、今回の個人視聴率調
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査だけでは難しいですが、別の調査と合わせて分析

していきたいと思います。 

（大橋理事）    技術局による「受信実態調査」を参考とするなど、

ほかの部局による調査との比較もお願いします。 

 

（３）子会社等の業務の適正性確保等に関する施策について 

（関連事業局） 

平成２８年１月１２日の理事会で決定された「ＮＨＫグループ経営改

革の方針」に沿って「グループ会社に必須の機能の再精査・再整理」を

検討するにあたり、２月１６日の理事会で報告した外部知見を取り入れ

る施策を実施しましたので、報告します。 

コンサルティング会社の起用にあたっては、総合評価落札方式を採用

し、応札した３社の中から野村総合研究所を選定しました。今回の専門

的知見については、グループ経営改革の検討・推進に積極的に活用し、

具体的施策の策定にあたっていきます。 

 

 

 

以上で付議事項を終了した。 

 

上記のとおり確認した。 

 

 

      平成２８年 ８月３０日 

会 長  籾 井 勝 人 


